
九重町特定教育・保育施設等利用者給食費補助金交付要綱 

令和元年９月２４日 

九重町告示第７１号 

（目的） 

第１条 この要綱は、町内に住所を有している３歳以上児の教育・保育給付認定保護者等に対

し、町外の特定教育・保育施設等に在籍している３歳以上児の給食費を補助することにより、

教育・保育給付認定保護者等の経済的負担を軽減し、子育てしやすいまちづくりを推進する

ことを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意味は、それぞれ当該各号に定めるとこ

ろによる。 

（１）特定教育・保育施設等 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）（以下「法」

という。）第７条第４項に規定する施設ならびに法第７条第１０項第２号に規定する幼

稚園（以下「幼稚園」という。）をいう。        

（２）教育・保育給付認定保護者等 法第２０条第４項に規定する教育・保育給付認定保護

者又は教育・保育給付認定子どもの扶養義務者および法第３０条の５第３項に規定する

施設等利用給付認定保護者又は施設等利用給付認定子どもの扶養義務者 

（３）給食費 主食および副食（おやつ代を含む。）にかかる食材料費 

（補助の対象者） 

第３条 この要綱による補助金（以下「補助金」という。）の交付対象となる教育・保育給付

認定保護者等は、次の各号のいずれにも該当する者とする。 

（１） 町外の特定教育・保育施設等に在籍している３歳以上児（町内に住所を有しているも

のに限る。）がいる教育・保育給付認定保護者等 

（２） 前号に掲げる３歳以上児の主食費ならびに副食費を納めている教育・保育給付認定保

護者等 

（補助金の額） 

第４条 補助金の上限額は、町外の特定教育・保育施設等に在籍する３歳以上児一人あたり

に対し、次の各号に定めるところによる。ただし、主食費ならびに副食費が上限額に満たな

い場合は、特定教育・保育施設等が定めた実費徴収額とする。 

（１） 九重町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例

（平成２６年条例第２３号）第１３条第４項第３号ア、イに規定する者 

      主食費 ３，０００円 

（２） 上記以外の者 

        主食費 ３，０００円  副食費 ４，５００円 

（交付申請） 



第５条 補助金の交付を受けようとする保護者は、九重町特定教育・保育施設等利用者給食費

補助金交付申請書（（様式第１号）、幼稚園に在籍する児の保護者においては（様式第２号））

に申請日の属する年度の当該特定教育・保育施設等における月ごとの主食費ならびに副食費

が記載された領収書等を添えて町長に申請しなければならない。ただし、町と受領委任払い

契約を締結した特定教育・保育施設等に在籍し、補助対象者が特定教育・保育施設等利用者

給食費補助金代理受領委任状（様式第３号）により当該補助金の受領に関する権限を委任し

た場合においては、委任を受けた特定教育・保育施設等が補助対象者に代わって申請するこ

とが出来るものとする。  

（交付決定）  

第６条 町長は、必要な調査を行った上で、補助金の交付の可否を決定し、九重町特定教育・

保育施設等利用者給食費補助金交付可否決定通知書（様式第４号）（以下「決定通知書」とい

う。）により通知するものとする。 

（補助金の交付） 

第７条 前条の決定通知書により決定の通知を受けた者（以下「補助対象者」という。）は、

決定通知書の写しを添えて九重町特定教育・保育施設等利用者給食費補助金請求書（様式第

５号）により町長に補助金の請求を行うものとする。 

（届出） 

第８条 補助対象者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、速やかにその旨を町長に届け

出なければならない。 

（１）特定教育・保育施設等の利用を中止または中断するとき。 

（２）第３条各号に掲げる補助の要件に変更が生じたとき。 

（廃止又は変更） 

第９条 町長は、前条の届出があったとき、又はその事実が判明したときは、補助金の交付決

定を廃止し、又はその内容を変更するとともに、九重町特定教育・保育施設等利用者給食費

補助金交付決定変更・廃止通知書（様式第６号）により、当該補助対象者に通知するものと

する。 

（補助金の返還等） 

第１０条 町長は、補助対象者が申請書類に虚偽の記載をしたとき、その他不正に補助金の交

付を受けたものと認めるときは、当該決定を取り消し、又は補助金の全部若しくは一部の返

還を求めることができる。 

（その他） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

 

附 則 

この告示は、令和元年１０月１日から施行する。 


